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要 旨
本研究は，障がいのある従業員に対する人的資源管理が，組織コミットメントを媒介して離職意思に与

える影響を明らかにすることを目的とした。人的資源管理，組織コミットメント，および離職意思測定尺

度を用いて，特例子会社の障がい者140名を対象に，質問紙調査を行った。まず，人的資源管理が離職意思，

組織コミットメントに与える影響を調べるため，重回帰分析を行った。次に，組織コミットメントが人的

資源管理と離職意思との間を媒介する効果を調べるため，階層的重回帰分析を行った。その結果，情緒的

コミットメントは積極的教育訓練と離職意思の間を媒介することが明らかになった。この結果から，積極

的教育訓練が特例子会社の障がい者の組織への定着という側面で，重要な要因となっていることが示唆さ

れた。
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Abstract
The purpose of this research is to clarify the influence of managing human resources for employees with

disabilities on the intention to leave through organizational commitment. Questionnaire survey is

conducted on 140 employees with disabilities working in special subsidiaries using human resource

management, organizational commitment, and intention to leave measure scale. As the result, it has

become clear that the affective commitment mediates between positive education and training and

intention to leave. From these results, it is suggested that positive education and training is an important

factor in terms of establishment of disabled employees in the organization.
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Ⅰ はじめに
厚生労働省（2014）「平成25年度障害者雇用実態

調査結果」によると，一般企業に雇用されている

転職経験のある障がい者の現在の勤め先に転職す

る直前の職場を離職した個人的理由として，「賃

金，労働条件に不満（身体：32.0％，精神：29.7％）」

「職場の雰囲気・人間関係（身体：29.4％，精神：

33.8％）」「仕事内容があわない（身体：24.8％，

精神：28.4％）」といった項目が上位に並んでいる。

これは，就業継続のための昇給・昇格等人事管

理面の充実，職場の評価や人間関係の改善の必要

性を物語っている。つまり，採用後に実施される

教育訓練や，その投資や蓄積に対して報いる形で

行われる昇給・昇格といったキャリアの転機が，

組織と個人の関係を変えるきっかけになっている

と考えることができる。

本研究は，こうした企業の人的資源管理

（Human Resource Management）に焦点を当て，

障がいのある従業員に対する人的資源管理が彼

（彼女）らの組織コミットメント（organizational

commitment）を媒介して離職意思（intention to

leave）に与える影響を明らかにすることを目的

とする。

組織コミットメントとは，個人と組織との心理

的距離を表わす概念である（義村 2007）。組織コ

ミットメントの概念は，２つの主要な概念に分類

することができる。１つは，組織との感情的なつ

ながりを意味する情緒的コミットメント（affective

commitment）であり，もう１つは，物質的なつな

がりを意味する功利的コミットメント（continuance

commitment）である。

情緒的コミットメントとは，「特定の組織への

同一化と没入」（Mowdayら 1979：226）と定義さ

れる。このように定義される組織コミットメント

は，①組織の目標や価値に対する信頼と受容，②

組織のために進んで努力をする意思，③組織の成

員性を維持したいという欲求，といった３つの要

素によって特徴づけられる（Mowdayら 1979）。

Meyerら（1991：67）によると，「情動的コミット

メント1の強い従業員は，その組織に居続けたい

から組織に残る」と，その特徴を示している。し

たがって，情緒的コミットメントは，組織への好

意的な感情を基に成り立っており，組織への愛着

や組織目標・価値との同一化，組織への貢献意欲

といった，組織への積極的な関係を含んだ概念で

あるといえる。

一方，功利的コミットメントとは，「個人-組織

間の取引や継時的な付属的賭け，もしくは投資に

おける変質の結果として起こる構造的現象」

（Hrebiniakら 1972：556）と定義される。Meyer

ら（1991：67）によると，「存続的コミットメント2

の強い従業員は，その組織に留まる必要があるか

ら組織に残る」と，その特徴を示している。した

がって，功利的コミットメントは，組織と個人の

交換関係を基に成り立っており，組織を離れるこ

とによるコストや機会損失，しがらみといった，

組織への消極的な関係を含んだ概念であるといえ

る。

本研究では，組織コミットメントの個人の組織

に対する感情的な側面と功利的な側面を分析対象

とする。個人の組織に対する高いコミットメント

は，組織の生産性の向上に加えて，個人の組織へ

の定着や個人の福利の向上にも貢献するとされて

いる（Mathieuら 1990）。

Ⅱ 先行研究の検討
１ 人的資源管理施策の従業員への影響
組織で実施される人的資源管理施策がその対象

である従業員にどのように知覚されるかによっ

て，形成される態度は異なることが予想される。

Guzzoら（1994：447）は，心理的契約（psychological

contract）の観点から，組織の施策を「雇用主から

従業員に向けたコミュニケーション」と定義し，

計画されたメッセージの集合体，意味が従業員に

明確に伝わるような意図的な信号であるとしてい

る。たとえば，雇用保障の施策の導入は，定年ま

での職務への終身雇用権（job tenure）がしっか

りしている，不況でも解雇しないというメッセー
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ジを従業員に伝えると考えられる。また，積極的

に教育訓練を行う施策を導入することは，従業員

の能力等に対して積極的に投資してくれるという

メッセージを意味する。

ただし，同じ人的資源管理であっても，それら

をどのように受け止めるかによって，引き起こさ

れる態度は異なることが予想される。Meyerら

（1997）は，人的資源管理施策によって，組織にお

ける自己の価値等の知覚が変化し，形成される組

織コミットメントの形態が異なると述べている。

したがって，人的資源管理施策が経営側の想定し

た当初の目的どおり機能するかどうかという観点

からすると，経営側の意図と従業員側の受け止め

方が一致しているほど，望ましいということにな

る。

２ 個々の人的資源管理施策とリテンション
リテンション（retention）とは，従業員が組織

に長く在籍（定着）することである。以下では，

リテンション・マネジメントとして，主に個々の

施策に注目した先行研究を概観する。

まず，業績評価とリテンションとの関係を分析

した先行研究（たとえば，Addisonら 2001; Chang

ら 2002; Harleyら 2007; 竹内ら 2007）では，一部

を除き業績評価のリテンション効果は認められて

いない。ただし，これらの分析で測定している業

績評価の内容は，研究によって異なっている。

近年，特例子会社で導入が進んでいる目標管理

制度等を中心とした人的資源管理システムの広が

りによって，業績評価の公平性への関心が組織，

従業員とも高まりつつある。理論的な観点からみ

ると，業績評価のリテンションに及ぼす影響は大

きいことが予想される。なぜなら，不公平な評価

の連続や評価者への不信感は，従業員の退職につ

ながるからである。

次に，能力開発とリテンションとの関係を分析

した先行研究（たとえば，Millerら 1991; Kalleberg

ら 2000; Changら 2002; 竹内ら 2007）では，リテ

ンション効果が認められたものと認められなかっ

たものに分かれている。しかし，能力開発は，理

論的にはリテンション効果が予想される。人的資

本理論（Becker 1975）では，勤労者は組織に経済

的価値を与えるような技能，知識，能力を保持し

ている存在であることを前提としている。その上

で，勤労者は自身の教育，訓練や経験の蓄積に対

して，多くの時間，努力や金銭的な投資をするか

どうかに関するメリットやデメリットを評価す

る。これに対して労働市場は，その投資や蓄積に

対して，昇給や昇格という形で報いる。すなわち，

自己の能力等に対して積極的に投資してくれる組

織には，とどまることにメリットを見出し，定着

につながることが予想される。

続いて，長期雇用とリテンションとの関係を分

析した先行研究（たとえば，Arnold ら 1982;

Kallebergら 2000; Ramsayら 2000; Battら 2003）

では，従業員の長期雇用を促進するような人的資

源管理は，リテンション効果があることが明らか

にされている。すなわち，長期雇用によって，従

業員は不意に解雇される心配がなく，安心して生

活することができる。さらに，組織の教育訓練を

活用することによって，能力を高めることができ

るようになる。これらのメリットが従業員に評価

されて，定着につながっていると考えられる。こ

こから，長期雇用施策は，リテンションを促進す

るというモデルが想定される。

以上のことから，本研究では，業績評価，雇用

保障，さらにそれと関係の深い能力開発のリテン

ションへの影響について検討する。

Ⅲ 理論枠組みおよび仮説
１ コミットメントモデルに基づく人的資源管理
とリテンションとの関係
本研究では，先行研究に基づき組織の人的資源

管理領域として，確保，育成，評価・処遇の３領

域を想定した。次いで，人的資源への投資と，組

織コミットメントの向上という側面に注目した。

つまり，本研究では，先行研究でその優位性が認

められてきたベストプラクティス・アプローチ3
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のコミットメントモデルが，特例子会社のリテン

ション・マネジメントにおいても成立するかを検

討する。

なお，組織に対するコミットメントの生成プロ

セスにおいて，同じ人的資源管理によって伝えら

れたメッセージであっても受け取る個人によって

解釈が異なる可能性がある。したがって，本研究

の独自性は，組織コミットメントの２つの側面を

検討する点にある。

人的資源管理の下位次元として，評価・処遇に

関わる評価の適切性，育成に関わる積極的教育訓

練，および確保に関わる雇用保障をとりあげた。

そして，３つの作業仮説に基づき，仮説１を検証

する。

仮説１ 人的資源管理は離職意思を抑制する。

第１は，評価の適切性である。障がいのある従

業員が，将来のキャリア目標の達成をめざして自

己投資を長期的に継続していくためには，その投

資に対する見返り，すなわち報酬が必要である。

昇進・昇格は，従業員にとって給与と並ぶ重要な

報酬である。また，昇進・昇格は，組織内での評

価だけでなく，組織外での評価や自己アイデン

ティティの確立とも密接に結びついている（山本

2006）。しかし，障がい者枠で雇用された従業員

は，将来的な昇進可能性を手にすることが相対的

に困難な状況にある。そこで，限定された職位を

投資（インプット）に見合って公平に分配するた

めの施策が必要になる。

公正理論（Adams 1965）によれば，人は自分が

仕事に対して投入するインプット（仕事に対する

努力・技能・労働時間・訓練・経験・年齢等）と

そこから得られるアウトカム（結果：賃金・昇進・

賞賛・満足感等）の比率を他人と比較し，不公平

感を持つ場合，公平感を感じるような状態に近づ

く行動をとるよう動機づけられるとされる。つま

り，インプットとアウトカムとのバランス（公正

感）が，組織コミットメント，さらには退職への

意思と関係するとされる（Wholey 1985）。組織の

報酬全体（給与・昇進等）に対する公正感と退職

との関係をメタ分析した研究によると，報酬の分

配に対する公正感および報酬が導き出されるまで

の手続きに対する公正感と退職との相関係数は，

それぞれマイナス（-.51 と -.10）であった

（Colquittら 2001）。そこで公正理論の観点から，

以下の仮説を設定する。

仮説１-１ 評価の適切性は離職意思にマイナス

の影響を与える。

第２は，教育訓練の充実である。教育訓練は，

現在または将来の従業員の業績に対する投資であ

り，組織のニーズに合致する従業員を生み出すこ

とでもある（山本 2009）。従業員にとっても，積

極的な教育訓練は，組織の自分たちに対する期待

と知覚されるだろう。人的資本理論からみても，

企業特殊技能4を修得した勤労者は，転職によっ

て限界生産力が低下するため，転職へのインセン

ティブが働かないとされている（Becker＝1976）。

先行研究では，企業特殊技能を修得するための

教育訓練を受けたと知覚した従業員のほうが退職

行動をとらない（Millerら 1991），充実度の高い

教育訓練の知覚は，退職意思にマイナスに影響す

る（竹内ら 2007）等，離職意思への影響が確認さ

れている。そこで，人的資本理論の観点から，以

下の仮説を設定する。

仮説１-２ 積極的教育訓練は離職意思にマイナ

スの影響を与える。

第３は，雇用保障の知覚である。これは，日本

的経営の特徴として長年広く知れ渡ってきた終身

雇用の知覚である。組織内で従業員が能力開発を

行う，すなわち，人的資源への投資を行って結果

を出すためには，ある程度の期間在籍することが

必要である。また，組織にとっても長期雇用慣行

は，従業員の組織コミットメントを高め，凝集性5

の高い組織であると従業員に知覚される（Lincoln

ら 1996）。先行研究では，雇用保障に関する実際

の施策の離職意思への影響が認められてきた（た
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とえば，Kallebergら 2000; Battら 2003）。また，

安定雇用の知覚は，退職意思およびその後の退職

行動（Arnoldら 1982）や退職率（Ramseyら 2000）

にマイナスに寄与していた。そこで，日本的経営

論の観点から，以下の仮説を設定する。

仮説１-３ 雇用保障は離職意思にマイナスの

影響を与える。

２ 組織コミットメントによる媒介効果
これまでの議論によって，人的資源管理施策を

どのように知覚するかが残留欲求に与える効果の

メカニズムは，従業員の組織に対するコミットメ

ントを介したものとして理解することができるよ

うになる。すなわち，人的資源管理施策を充実さ

せることが，従業員の組織コミットメントを高め

ることを通して，間接的に離職意思を抑制すると

考えられる。そこで，４つの作業仮説に基づき，

仮説２を設定する。

仮説２ 組織コミットメントは人的資源管理と

離職意思との関係を媒介する。

江（2001）によると，組織側が従業員のコミッ

トメントを引き出すために，相互関係を促進する

ような人的資源管理を設計することによって，従

業員が組織目標を共同的な目標として認識するよ

うになり，自発的に組織目標へ貢献するという関

係が存在すると述べている。そこで，情緒的コ

ミットメントについて，以下の３つの仮説を設定

する。

仮説２-１ 情緒的コミットメントは評価の適切

性と離職意思との関係を媒介する。

仮説２-２ 情緒的コミットメントは積極的教育

訓練と離職意思との関係を媒介す

る。

仮説２-３ 情緒的コミットメントは雇用保障と

離職意思との関係を媒介する。

功利的コミットメントには，転職先の少なさに

対する労働者の知覚に基づくものと，組織を去る

際に払わなければならない個人的な犠牲に対する

労働者の知覚に基づくものといった２つの側面が

ある（McGee ら 1987）。犠牲に基づく功利的コ

ミットメントは，長年勤務し，投資してきた組織

を去ることは失うものが大きく，そのことが個人

を組織に踏みとどまらせているという観点から説

明できる。特例子会社の場合，長期雇用による投

資の蓄積という側面が一般的であることから，犠

牲に基づく功利的コミットメントは高まりやすい

と考えられる。そこで，功利的コミットメントに

ついて，以下の仮説を設定する。

仮説２-４ 功利的コミットメントは雇用保障と

離職意思との関係を媒介する。

仮説１は，人的資源管理と離職意思との直接的

な関係について設定されている。それに対して，

仮説２は仮説１の発展型であり，人的資源管理が

離職意思に結びつく関係における組織コミットメ

ントの媒介効果の分析という形で，両者間の詳細

なメカニズムを検討する。以上，本研究の仮説を

図式化したのが，図１である。
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Ⅳ 研究方法
１ 調査対象
研究対象は，2016年12月～2017年１月に，特例

子会社で働いている障がいのある従業員に対して

行った質問紙調査によって収集された140票（有

効回収率46.7％）である。調査票の配布は各社に

依頼し，直接個人から研究窓口に返却を受けて収

集された。調査対象については，2014年５月

～2015年２月にインタビュー調査を実施した特例

子会社24社とした。

調査先の選定にあたっては，①特例子会社設立

後３年以上経過していること，②障害者雇用職場

改善好事例の入賞歴があること，または，国や地

方自治体等から障害者雇用優良事業所の表彰を受

けていること，の２つの条件を満たしているとこ

ろとした。その理由は，働きやすい職場環境が整

備されており，障がい者が継続的に働くためのノ

ウハウを持っていると考えたからである。

なお，障害種別間で各尺度得点のｔ検定を行っ

た結果，種別差があったため，本研究では，知的

障がいのある従業員を除いた109名のデータを分

析に用いた。

表１は，回答者の個人属性を示している。性別

は，男性86名（78.9％），女性23名（21.1％）であ

る。障害種別は，身体68名（62.4％），精神30名

（27.5％），発達11名（10.1％）である。年齢は，

21歳から65歳であり，平均年齢は，40.07歳（SD

＝9.52）である。勤続年数は，１年から34年であ

り，平均勤続年数は，9.89年（SD＝8.41）であ

る。転職回数は，０回から８回であり，平均転職

回数は，1.64回（SD＝1.96）である。

２ 測定尺度
本研究では，以下の３種類の測定尺度を分析に

用いた。回答はすべて「全くそう思わない」―「非

常にそう思う」の６段階である。尺度得点は，そ

れぞれの尺度を構成する項目の単純合計を項目数

で割った得点を分析に用いた。

①人的資源管理

山本（2009）の質問項目から評価の適切性の３

項目（「この会社の人事考課は公平性を保つよう

に設計されている」「この会社の給与等の決定方

法は非常に公平である」「この会社は個人の貢献

度や働きぶりを適切に処遇に反映させている」），

積極的教育訓練の３項目（「この会社では自分の

技能を高める機会が与えられている」「会社から

現在の職務に対する教育訓練をよく受けている」

「部署において，上司や先輩によるＯＪＴ（現場教

育）がうまく行われている」），雇用保障の３項目

（「この会社では長期的な雇用が保障されている」

「この会社は長期に勤続することを前提にしてい

る」「この会社はいわゆるリストラをしないよう

にあらゆる手段を講じている」）を使用した。

②組織コミットメント

Meyerら（1993）の質問項目（12項目）から組

織に対する感情的コミットメントの３項目（「こ

の会社に愛着を感じていると思う」「会社外の人

に自分の会社のことを話すのが楽しい」「私は会

社の一員なのだと強く感じることがある」），組織

に対する存続的コミットメントの３項目（「この

会社を今すぐに辞めようと思っても実際に辞める

のはとても難しい」「今会社を辞める決意をした

ら私の人生の大部分が崩れてしまうだろう」「今

会社を辞めたら損をするように思う」）を使用し

た。

③離職意思

山本（2009）の質問項目（２項目）を使用した

（「機会があれば他の会社に転職してみたい」「今

までに一度はこの会社を辞めることを考えたこと

がある」）。
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表１ 回答者の基本属性



３ 倫理的配慮
倫理的配慮としては，文書で特例子会社の人事

担当者に研究の趣旨を説明し，インタビュー調査

を実施した特例子会社（24社）に調査票を送付し

た。調査票の提出は無記名であり，対象者の自由

意志に委ねられていること，結果の公表の仕方等

を明記した依頼文，調査票，および個人用の封筒

を人事担当者宛に郵送し，後日，各回答者によっ

て厳封された封筒を直接，研究窓口に返送する方

法で行った。研究への参加は調査票の返送をもっ

て同意を得たものとした。なお，本研究は，高知

県立大学社会福祉研究倫理審査委員会の承認を得

て実施した（第338号，2014年２月17日付）。

４ コモン・メソッド・バイアス
本研究では，すべての構成概念を同一の回答者

に尋ねているため，コモン・メソッド・バイアス

によって変数間の関係が過度に強調されてしまう

可能性がある。そのため，コモン・メソッド・バ

イアスに対する事後措置として，Harmanの単一

因子検定を行った（Podsakoff ら 1986）。具体的

には，全観測変数に対して，固有値１以上を因子

抽出の条件とした主因子法による探索的因子分析

（回転なし）を行った。その結果，固有値１以上の

因子は４つ抽出され，それら４つの因子によって

説明される全観測変数の分散の割合は，64.80％

であり，かつ，第１因子のみによって説明される

全観測変数の分散の割合は41.12％であった。最

も大きい固有値を有する単一の第１因子によって

説明される全観測変数の分散の割合が50％に満た

ないほど低かったため，今回のサンプルではコモ

ン・メソッド・バイアスは問題とならないことが

示された6。

５ 分析方法
まず，各変数の因子構造を確認するため，確認

的因子分析を行った。次に，各変数間の相関分析

を行った。続いて，人的資源管理が離職意思，組

織コミットメントに与える影響を調べるため，重

回帰分析を行った。そして最後に，組織コミット

メントが人的資源管理と離職意思との間を媒介す

る効果を調べるため，階層的重回帰分析を行った。

Ⅴ 結果
１ 人的資源管理の確認的因子分析の結果
人的資源管理測定尺度の３因子構造の妥当性を

確認するために，２つのモデルを設定した。モデ

ル１は，人的資源管理が下位概念をもたないと想

定した１因子モデルである。モデル２は，人的資

源管理の３因子間に相関関係を想定した３因子斜

交モデルである。これら２つのモデルについて，

確認的因子分析による適合度の検討を行った（表

２）。

図２に示した各モデルのパス係数および共分散

は，すべて p＜.001で有意であった。カイ２乗検

定では，いずれのモデルも統計上有意であり，モ

デルは棄却された。GFI（goodness of fit index），

AGFI（adjusted goodness of fit index）は３因子

斜交モデルのほうが高く（GFI＝.919，AGFI＝

.841），GFI は受容の目安とされる0.9以上を上

回っていた。CFI（comparatative fit index）も３

因子斜交モデルのほうが高く（CFI＝.948），サン

プル数の影響が少ない CFI指標によっても３因

子斜交モデルの適合性が示された。また，RMSEA

（root mean square error of approximation）は３

因子斜交モデルのほうが低く，当てはまりがよい

とされる0.05以下という基準には満たないもの

の，相対的に当てはまりのよいモデルであった。

AIC（Akaike information criterion）も３因子斜

交モデルのほうが低く，相対的に当てはまりのよ

いモデルであるといえる。

２ 組織コミットメントの確認的因子分析の結果
組織コミットメント測定尺度の２因子構造の妥

当性を確認するために，２つのモデルを設定した。

モデル１は，組織コミットメントが下位概念をも

たないと想定した１因子モデルである。モデル２

は，組織コミットメントの２因子間に相関関係を
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想定した２因子斜交モデルである。これら２つの

モデルについて，確認的因子分析による適合度の

検討を行った（表３）。

図３に示した各モデルのパス係数および共分散

は，f2およびｆ3のみ p ＜.05，それ以外は p ＜

.001で有意であった。カイ２乗検定は，１因子モ

デルのみ統計上有意であり，モデルは棄却された。

GFI，AGFI は２因子斜交モデルのほうが高く

（GFI＝.965，AGFI＝.909），いずれも受容の目

安とされる0.9以上を上回っていた。CFIも２因

子斜交モデルのほうが高かった（CFI ＝.977）。

RMSEAは２因子斜交モデルのほうが低く，当て

はまりがよいとされる0.05以下という基準には満

たしないものの，相対的に適合度の高いモデルと

いえる。AICも２因子斜交モデルのほうが低く，

当てはまりのよいモデルであった。
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表２ 人的資源管理の確認的因子分析による各モデルの適合度

図２ 人的資源管理３因子モデル

表３ 組織コミットメントの確認的因子分析による各モデルの適合度

図３ 組織コミットメント２因子モデル



３ 信頼性，基本統計量および相関係数
本研究の尺度の信頼性検証のため，α係数を算

出した。評価の適切性は0.85，積極的教育訓練は

0.79，雇用保障は0.68，情緒的コミットメントは

0.75，功利的コミットメントは0.64，離職意思は

0.73であり，一部値が低いものがみられるが，そ

の他は0.70以上を示しており，信頼性は認められ

た。尺度の基礎統計および相関係数を算出した

（表４）。

４ 人的資源管理と離職意思との関係
仮説１を検証するために，離職意思を従属変数

とし，コントロール変数および人的資源管理を独

立変数とする重回帰分析を実施した（表５の

Model2）。その結果，離職意思に対して，評価の

適切性および積極的教育訓練がマイナスに働いて

いた。したがって，仮説1-1および1-2は支持され

たが，1-3は棄却されたといえる。

５ 人的資源管理と組織コミットメントとの関係
人的資源管理が組織コミットメントに与える影

響を調べるために，組織コミットメントを従属変

数とし，コントロール変数および人的資源管理を

独立変数とする重回帰分析を実施した（表６の

Model2）。その結果，情緒的コミットメントに対

して，評価の適切性および積極的教育訓練がプラ

スに働いていた。一方，功利的コミットメントに

対しては，雇用保障がプラスに働いていたが，有

意傾向であった。

６ 人的資源管理，組織コミットメントおよび離
職意思との間の関係
仮説２を検証するために，離職意思を従属変数

とし，人的資源管理モデル（Model2）に媒介変数

として組織コミットメントを加えたモデルによ

る，階層的重回帰分析を実施した（表５の

Model3）。

まず，人的資源管理モデル（表５のModel2）か

ら組織コミットメントモデル（表５の Model3）

への R2の増分が有意であった。したがって，離

職意思の説明モデルとしては，人的資源管理だけ

でなく，組織コミットメントを取り入れたモデル

のほうが，妥当性が高いことが明らかにされた。

次に，仮説２の検証すなわち，組織コミットメ

ントの媒介効果7が認められるには，①人的資源

管理が離職意思に影響している，②人的資源管理

が組織コミットメントに影響している，③組織コ

ミットメントが離職意思に影響しているという３

つの関係が成立していることが前提とされる

（Baron ら 1986）。加えて，組織コミットメント

を加えたことで人的資源管理の影響がみられなく

なるか（完全な媒介：perfect mediation），低下す

る（部分的な媒介：partial mediation）ことが必要

である。この観点から，３つの人的資源管理の次

元ごとに媒介効果を検証する。

第１に，評価の適切性の離職意思への影響につ

いては，組織コミットメントの追加によって，両
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表４ 使用変数の基本統計量，相関係数および信頼性係数

M SD 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
1 性別 .79 .41 1
2 年齢 40.07 9.52 .095 1
3 勤続年数 9.89 8.41 .020 .479 ** 1
4 転職回数 1.64 1.96 -.058 .307 ** -.266 ** 1
5 従業員数 132.04 79.45 -.085 -.121 -.289 ** .094 1
6 障害種別 .62 .49 -.216 * .280 ** .447 ** -.176 .049 1
7 評価の適切性 3.87 1.13 -.007 -.135 -.005 -.261 ** -.163 .191 * (.85)
8 積極的教育訓練 4.05 1.10 .015 -.142 .026 -.219 * -.010 .248 ** .693 ** (.79)
9 雇用保障 4.76 .83 -.093 -.134 -.063 -.056 .041 .084 .638 ** .555 ** (.68)
10 情緒的ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ 4.16 1.00 .069 -.179 -.082 -.134 -.149 -.045 .551 ** .549 ** .495 ** (.75)
11 功利的ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ 4.21 1.16 .100 -.065 .031 .050 -.227 * -.159 .145 .159 .242 * .389 ** (.64)
12 離職意思 3.14 1.29 .063 .208 * .057 .092 .184 -.023 -.605 ** -.568 ** -.418 ** -.647 ** -.429 ** (.73)
括弧内の数値はクロンバックの信頼性係数を示す。N＝109, *p ＜.05, **p ＜.01



者間の影響は有意に低下したため，部分的な媒介

効果が認められた。ソベル検定の結果，情緒的コ

ミットメントは，評価の適切性と離職意思との関

係を媒介していなかった（Ｚ＝1.69, n.s.）。

第２に，積極的教育訓練の離職意思への影響に

ついては，組織コミットメントの追加によって，

両者間の影響は有意に低下したため，部分的な媒

介効果が認められた。ソベル検定の結果，情緒的

コミットメントは，積極的教育訓練と離職意思と

の関係を媒介していた（Ｚ＝2.10, p＜.05）。

これらに対して，雇用保障については①がみら

れなかったため（表５のModel2），媒介効果の検

討は行わなかった。以上から，仮説2-2は支持さ

れたが，2-1，2-3，2-4は棄却されたといえる。

Ⅵ 考察
１ 人的資源管理のリテンション効果
分析の結果，人的資源管理のリテンション効果

が，ある程度立証された。特に，評価の適切性の

効果が最も強く，組織コミットメントを入れても

効果を維持していた（表５のModel3）。先行研究

では，人事考課時における問題点として，評価の

公正性があげられている。産労総合研究所（2017）

によると，人事考課の結果を本人に公開している

企業は65.5％であり，そのうち，結果に対する異

議申し立て制度，あるいは相談できる仕組みがあ
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表５ モデル別の組織コミットメントと離職意思との関係の階層的重回帰分析

表６ 人的資源管理と組織コミットメントとの関係の重回帰分析



る企業の割合は，39.8％である。このように，公

正性という観点からみると，わが国企業の評価の

適切性は，十分とはいえないだろう。これらの点

を改善し，報酬の分配的公正（distributive justice）

の完全な実施は無理としても，決定過程に関する

手続的公正（procedural justice）の促進がリテン

ションに資することが示唆される。

次いで，積極的教育訓練の効果が認められた。

組織の能力開発は，理論的にはリテンション効果

が予想されていた。従業員の能力開発は，職場内

で職務をこなしながら上司や先輩が直接部下に対

して知識や技能を教えるＯＪＴ，企業が直接従業

員に対して通常の職務を離れて行う研修等のＯｆ

ｆ-ＪＴ，従業員が自己のニーズと興味に応じて

その能力を開発させるために行う自己啓発の側面

から援助する自己啓発支援に分けられる。した

がって，勤労者自身の興味やニーズに基づいて自

主的に行われる自己啓発に対して，組織が積極的

に支援していくこともリテンションに役立つこと

が示唆される。

一方，雇用保障の効果は認められなかった。先

行研究では，従業員の長期雇用を促進するような

人的資源管理は，実際の施策レベルでも従業員の

知覚レベルでも，リテンション効果があることが

明らかにされてきた。組織に長期に在籍すること

によって，従業員は一定の収入が得られ，さらに

その上昇が期待できることによって，生活が安定

する。また，組織内で安定的な人間関係が形成さ

れることによって，組織に所属し安定した人間関

係を築きたいという所属欲求（Maslow ＝1987）

を満たすこともできる。さらに，組織の教育訓練

を活用することによって，能力開発が可能となる。

これらの長所が従業員に評価されて，定着につな

がることが想定されたが，雇用保障が情緒的コ

ミットメントを媒介して離職意思を抑制しないの

は意外である。

これは，特例子会社で雇用される障がい者の雇

用形態が関係していると考えられる。高齢・障

害・求職者雇用支援機構（2012）によると，特例

子会社（Ｎ＝194社）における障がい者の雇用形態

は，フルタイムの正社員を雇用している企業が

163社（84.0％，１社当たりの平均雇用者数30.25

人），パートタイムの正社員を雇用している企業

が23社（11.9％，１社当たりの平均雇用者数7.52

人）となっている。また，野村総合研究所（2016）

によると，特例子会社（Ｎ＝169社）で働く障がい

者の雇用形態は，雇用期間の定めのない者（定年

制の正社員）が68.6％，雇用期間の定めがある労

働者であって，その契約が反復更新される者（契

約社員，準社員，パート・アルバイト，嘱託等）

が31.4％である。特例子会社で働く障がい者の雇

用形態は，雇用期間の定めのない者の割合が多い

ことから，長期雇用が保障されているといえる。

特例子会社で働く障がい者の知覚する人的資源

管理の特徴として，雇用保障（Ｍ＝4.76，ＳＤ＝

.83）は，評価の適切性（Ｍ＝3.87，ＳＤ＝1.13）

や積極的教育訓練（Ｍ＝4.05，ＳＤ＝1.10）より

も高いことがあげられる（表４）。これは，組織と

の関わりに対する時間幅によるものであると考え

られる。組織との関わりに対する時間幅とは，「こ

の組織とどれほど長期的に関わると考えている

か」という時間の程度のことである（鈴木 2002:

127）。特例子会社で働く障がい者の多くは，正社

員であることから，長期間（たとえば10年以上），

組織に居続けることを前提にしている者が多いで

あろう。つまり，特例子会社で働く障がい者の組

織との関わりに対する時間幅は長期であるといえ

る。

功利的コミットメントは，組織を離れることに

伴うコストの認知に関係し，２つの側面が存在す

る（Allenら 1990）。１つは，付属的賭けのために，

組織を離れることが困難であることに基づく組織

コミットメントである。もう１つは，転職（選択

肢）の不足による組織への残留という組織コミッ

トメントである。

企業内特殊スキルは，付属的賭けの１つである。

たとえば，特定の機械に対する知識や組織内の人

脈といったものであり，その組織を離れる場合に
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その価値がゼロになるような性質のものである。

組織の中で仕事を続けるうちに，自然と企業内特

殊スキルが蓄積されていく。企業内特殊スキル

は，組織を離れる際に認識され，退出障壁の１つ

となる。つまり，特例子会社の雇用システムには，

付属的賭けを蓄積させる潜在的な機能が備わって

いるといえる。分析の結果，功利的コミットメン

トに対して，雇用保障はプラスに働いていた（表

６のModel2）。

２ リテンション・マネジメントにおける組織コ
ミットメントの機能
人的資源管理がリテンションに直接影響すると

ともに，その発展型として，人的資源管理が組織

コミットメントを経由して影響するモデルの妥当

性が明らかにされた。したがって，先行研究でそ

の優位性が認められてきたベストプラクティス・

アプローチのコミットメントモデルは，特例子会

社のリテンション・マネジメントにおいてもある

程度成立するといえる。つまり，有効なリテン

ション・マネジメントを展開する上で，人的資源

管理施策の実施で影響を受ける従業員個々人の組

織への帰属意識を十分考慮することが，組織に求

められる。

情緒的コミットメントは，評価の適切性と積極

的教育訓練からプラスの影響を受けていた。同時

に情緒的コミットメントは，積極的教育訓練のリ

テンション効果を促進していた。すなわち，組織

を離れることに結びつく認知されたコストとして

のコミットメント（功利的コミットメント）より

も，組織への感情的愛着としてのコミットメント

（情緒的コミットメント）のほうが，将来の行動の

意向を示す離職意思と関係していることが明らか

にされた。メタ分析でも，離職意思は功利的なコ

ミットメントよりも情緒的なコミットメントとの

間に，強い平均相関が認められており（たとえば，

Mathieuら 1990; Meyerら 2002），これまでの研

究と同様の結果がみられた。

個人が組織と長期的にかかわりたいという意思

（この組織で一生お世話になるつもり）があると

き，人材育成のために組織の行う投資を好意的に

解釈する傾向があると考えられる。長期的に組織

とかかわりを持ちたいと思っている人ほど，組織

の価値を理解しようと努めるので，情緒的コミッ

トメントが高まり，組織に居続けると解釈するこ

とができる。

Meyerら（2002）のメタ分析では，分配的公正

や手続的公正，相互作用的公正（Interactional

justice）といった公正さが，情緒的コミットメン

トに強いプラスの影響を与えることが示されてい

る。したがって，組織は衡平な評価や報酬の分配

を生み出すような制度づくりや，適切な社内手続

きに力を入れる必要がある。加えて，手続的公正

な制度の運用面や職場管理において従業員を尊重

し，丁寧に扱うことが求められる。それにより，

従業員は公正な行いをする組織に惹かれ，その組

織の一員であることに誇りをもち，そのような組

織のもとで一生懸命働き続けたいと思うようにな

るだろう。

一方，メタ分析の結果によると，役割の葛藤や

曖昧さがあることは，情緒的コミットメントにマ

イナスの影響を与えることが示されている（たと

えば，Mathieu ら 1990; Meyer ら 2002）。役割

葛藤（role conflict）には，他の人が期待するとこ

ろと自らはこうしたいと考えていることの間に食

い違いが生じる葛藤（person-role conflict）もあ

るといわれている（田尾 2005）。したがって，障

がいのある従業員が他者から強要され，やむをえ

ず従わなければならないような状態に陥らないよ

うにすることが望まれる。役割の曖昧さ（role

ambiguity）は，「果たすべき役割や，仕事の内容

や手順手続きが明らかでないようなときに生じ

る」とされる（田尾 2005:36）。したがって，職場

内コミュニケーションが十分に働くようにした

り，達成すべき目標を明確にする必要があるだろ

う。

功利的コミットメントについては，長期雇用が

企業に対する投資という観念を増高し，そのこと
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が個人を組織に踏みとどまらせている（Becker

1960）等の先行研究の結果と一致している（表６

の Model2，表５の Model3）。長期雇用による投

資の蓄積という側面を示す功利的コミットメント

の重要性が示唆された。障がいのある従業員が現

在所属している特例子会社で自分の仕事に対する

期待を満たすことができるのであれば，組織に残

り続ける可能性は高くなるだろう。したがって，

従業員の期待や欲求を満たす人的資源管理施策を

導入し，雇用保障を図っていくことがリテンショ

ンに役立つといえる。

以上の結果から，人的資源管理の知覚およびそ

れによって促進される組織コミットメントを考慮

することが，リテンション・マネジメントにとっ

て重要であることが明らかにされた。

３ 本研究の限界と今後の課題
本研究の限界として，まず横断的調査であった

点があげられる。そのため，因果関係の方向性は

必ずしも確定的ではない。したがって，今後は，

時系列データを用いた分析を行う必要があるだろ

う。また，媒介効果の一般化に向けて，サンプル

を障害種別に分けて検証することが求められる。

付記
本研究は，JSPS科研費26380749の助成を受け

たものである。本稿は，2018年度に開催された日

本社会福祉学会中国・四国地域ブロック第50回大

会で自由研究発表した内容に加筆・修正を行った

ものである。

注
１）Meyerら（1991）の組織コミットメントの３

次元概念のうち，情動的コミットメントは，

情緒的コミットメントに属する次元である。

２）Meyerら（1991）の組織コミットメントの３

次元概念のうち，存続的コミットメントは，

功利的コミットメントに属する次元である。

３）ベストプラクティス・アプローチとは，ある

人的資源管理施策と組織業績の関係がどのよ

うな組織・状況においても普遍的であるとい

う立場をとるアプローチのことである。

４）企業特殊技能とは，当該組織のみで有効なス

キルのことである。

５）集団凝集性（group cohesiveness）とは，個人

を集団に留まらせるように働く力のことであ

る。

６）Podsakoffら（1986）によると，探索的因子分

析（回転なし）によって，(a)因子が１つしか

抽出されない場合と，(b)第１因子がデータ

の分散の過半数以上（the majority）を説明す

る場合，コモン・メソッド・バイアスが問題

になるとされている。

７）Baronら（1986）によると，媒介効果の存在は

次のような分析手続で確認することができる

とされている。

①媒介変数（組織コミットメント）に対して人

的資源管理を投入した重回帰分析を行う。そ

の結果，人的資源管理が組織コミットメント

に影響を与えていることが第一の条件であ

る。

②成果変数（離職意思）に対して人的資源管理

を投入した重回帰分析を行う。このとき，離

職意思に対して人的資源管理が影響を及ぼし

ていることが第二の条件となる。

③離職意思に対して人的資源管理と組織コミッ

トメントを独立変数として投入した重回帰分

析を行う。その結果，組織コミットメントが

離職意思に影響を与えていることが第三の条

件である。

④第四の条件として，③の重回帰分析における

人的資源管理の影響は，②の重回帰分析の時

よりも小さくならなければならない。
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